
　この訓練は、家庭で、学校で、職場で
地震が起きたとき、どう対処し、どう行動
するかを実施する訓練です。
　訓練日時に合わせて同時に安全行動を
確認することで、防災について考える機会
となり、効果的な防災訓練と防災啓発に
つながることを目的としています。
▶日時＝９月１日㈫10時から１分間
▶内容＝市防災行政無線の放送を合図
に、３つの安全行動（姿勢を低く、頭を守
り、動かない）を１分間行います。

※訓練開始を防災行政無線でお知らせし
ます。

問安全対策課消防防災班
　☎０４７５（７０）０３０３

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
、
収
入
が
減
少
す

る
世
帯
等
に
対
し
、
国
民
健
康
保

険
税
を
減
免
す
る
申
請
の
受
付
を

開
始
し
ま
し
た
。

▼
減
免
の
対
象
と
な
る
世
帯

　
①
ま
た
は
②
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
世
帯
の
方
。

①
主
た
る
生
計
維
持
者
が
死
亡
、

ま
た
は
重
篤
な
傷
病
を
負
っ
た
世

帯
の
方

②
主
た
る
生
計
維
持
者
の
収
入
減

少
が
見
込
ま
れ
る
世
帯
の
方

▼
減
免
の
対
象
と
な
る
国
保
税

　
令
和
２
年
２
月
１
日
か
ら
令
和

３
年
３
月
31
日
ま
で
に
納
期
限
が

設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
。

　
令
和
２
年
度
分
（
令
和
２
年
４

月
〜
令
和
３
年
３
月
分
）
の
国
民

健
康
保
険
税
に
つ
い
て
は
、
７
月

15
日
に
納
付
書
等
を
発
送
し
ま
し
た
。

※

多
く
の
問
い
合
わ
せ
に
よ
り
、

電
話
が
混
雑
す
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
ま
す
。
自
身
の
世
帯
が
減

免
に
該
当
す
る
か
、
判
定
フ
ロ

ー
チ
ャ
ー
ト
に
て
事
前
に
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

※

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
拡
大
防
止
の
た
め
、
郵
送
で

の
申
請
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

申
請
書
類
等
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま

す
が
、
ご
連
絡
い
た
だ
け
れ
ば

郵
送
し
ま
す
。

※

本
庁
舎
以
外
で
は
申
請
受
付
等

は
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。

申
・
問
税
務
課
市
民
税
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
２
１

　
４
月
30
日
に
国
会
に
お
い
て
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊

急
経
済
対
策
の
関
連
法
が
成
立
し
、

必
要
な
税
制
上
の
措
置
等
を
講
ず

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
の
で
、
市

税
に
関
係
す
る
部
分
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

◇
徴
収
の
猶
予
制
度
の
特
例

・
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
令
和
２
年
２
月
以

降
の
収
入
に
相
当
の
減
収
が
あ
り
、

納
税
す
る
こ
と
が
困
難
な
方
に
対

し
、
無
担
保
か
つ
延
滞
金
な
し
で

１
年
間
徴
収
を
猶
予
で
き
る
特
例
。

〈
対
象
と
な
る
市
税
〉

　
令
和
２
年
２
月
１
日
か
ら
令
和

３
年
２
月
１
日
㈪
に
納
期
限
が
到

来
す
る
個
人
住
民
税
、
法
人
市
民

税
、
固
定
資
産
税
等
、
ほ
ぼ
全
て

の
税
目

※

手
続
き
の
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◇
固
定
資
産
税

①
中
小
事
業
者
等
が
所
有
す
る
償

却
資
産
お
よ
び
事
業
用
家
屋
に
係

る
固
定
資
産
税
の
軽
減

　
厳
し
い
経
営
環
境
に
直
面
し
て

い
る
中
小
事
業
者
等
に
対
し
て
、

令
和
３
年
度
分
の
課
税
に
限
定
し
、

償
却
資
産
と
事
業
用
家
屋
に
係
る

固
定
資
産
税
を
軽
減
す
る
も
の
で
す
。

②
生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
た

固
定
資
産
税
の
特
例
措
置
の
拡
充

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
を
受
け
な
が
ら
も
新
規
に

設
備
投
資
を
行
う
中
小
事
業
者
等

を
支
援
す
る
観
点
か
ら
、
適
用
対

象
に
一
定
の
事
業
用
家
屋
お
よ
び

構
築
物
を
加
え
る
も
の
で
す
。

※

①
お
よ
び
②
の
詳
細
は
、
中
小

企
業
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

◇
軽
自
動
車
税

・
環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽
減
の

延
長
。

　
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割（※

）

の
税
率
を
１
％
軽
減
す
る
特
例
措

置
の
適
用
期
限
を
６
か
月
延
長
し
、

令
和
３
年
３
月
31
日
ま
で
に
取
得

し
た
も
の
を
対
象
と
す
る
も
の
で
す
。

※

軽
自
動
車
の
取
得
時
に
課
税
さ

れ
る
も
の
で
す
。

◇
個
人
住
民
税

①
イ
ベ
ン
ト
を
中
止
等
し
た
主
催

者
に
対
す
る
払
戻
請
求
権
を
放
棄

し
た
方
へ
の
寄
附
金
控
除
の
適
用

に
係
る
対
応

　
政
府
の
自
粛
要
請
等
を
受
け
て

中
止
、
延
期
ま
た
は
規
模
の
縮
小

を
し
た
文
化
芸
術
・
ス
ポ
ー
ツ
の

イ
ベ
ン
ト
チ
ケ
ッ
ト
を
購
入
し
た

個
人
が
、
そ
の
払
い
戻
し
を
受
け

る
こ
と
を
辞
退
し
た
場
合
に
、
寄

附
金
控
除
と
同
様
に
税
負
担
の
軽

減
を
行
う
特
例
措
置
を
講
じ
る
も

の
で
す
。

※

詳
細
は
文
化
庁
ま
た
は
ス
ポ
ー

ツ
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。
控
除
を
受
け
る
に

は
確
定
申
告
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

②
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
要
件

の
弾
力
化
に
係
る
対
応

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
る
住
宅
建
設
の
遅
延

等
へ
の
対
応
と
し
て
、
住
宅
ロ
ー

ン
控
除
の
適
用
要
件
を
弾
力
化
す

る
措
置
を
講
ず
る
も
の
で
す
。

　
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
方
は
、

入
居
が
遅
れ
た
こ
と
を
証
す
る
書

類
等
を
添
え
て
、
確
定
申
告
を
行

う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

※

詳
細
は
、
国
土
交
通
省
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
税
務
課
市
民
税
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
２
１

　人権擁護委員は、法務大臣の委嘱を
受け、人々の間に正しい人権の考え方
を広めたり、人権が侵害された場合に
は相談相手になって救済したりするな
ど、さまざまな場面で活動しています。
　本市では、６人の人権擁護委員が、
人権相談や人権教室などの啓発活動を
行っています。
◇人権相談
▶日時＝毎月第３㈭13時～16時
▶会場＝中央公民館１階相談室
問地域づくり課市民協働推進班
　☎０４７５（７０）０３４２

　減免対象となるのは、令和２年２月１日から令和３年３月31日までの間に納期限が設定さ
れているものです。

・①に該当する場合、保険税額の全額が減免となります。
・国民健康保険税の他の減免制度の適用を受けている場合、減免対象外となります。

　ただし、収入が減少していても、令和元年中の所得がゼロ（またはマイナス）の場合などは、計
算の結果、減免額が０円となり、申請いただいても減免されませんのでご注意願います。

世帯の主たる生計維持者の事業・不動産・給与・山林収入のいずれか
の令和２年中の収入が、新型コロナウイルス感染症の影響で令和元
年中と比べて30%以上減少する見込みである。

人権擁護委員に
内山明子氏が再任

　区・自治会は、住民同士の親睦、生
活環境の維持等の活動など、まちづく
りの中心的な担い手となっています。
　住みよいまちをつくるため、区・自
治会に加入しましょう。
▶加入方法＝お住まいの地域の区長・
自治会長に申し出てください。連絡先
が不明の場合は問い合わせください。
問市区長会事務局（地域づくり課市民協
働推進班内）

　☎０４７５(７０)０３４２

区・自治会に加入しましょう

　市では、令和元年度に実施した主要事業等の事
務事業評価（行政評価）を行っています。
　事務事業評価とは、実施した事業の内容を振り
返って評価を行い、その結果を踏まえて、今後の事
業の改善を図っていくものです。事業に対する皆さ
んのご意見をお寄せください。
▶対象事業＝令和元年度当初予算編成時の主要
事業等
▶公表場所＝市ホームページ、本庁舎１階行政情報
コーナー、中部コミュニティセンター受付、白里公民
館受付
▶公表および意見受付期間＝8月4日㈫～21日㈮
▶対象者＝市内在住・在勤・在学の方および市内
事業者
▶提出方法＝市ホームページまたは公表場所に備
えてある様式に記入し、次のいずれかの方法で提
出してください。
・郵送　・ファクス　・電子メール
・持参（企画政策課または公表場所の施設受付）
※いただいたご意見は、市の考えなどと併せて市
ホームページで公表する予定です。

　詳細は問い合わせください。
申・問〒２９９－３２９２　大網１１５番地２
　企画政策課政策推進班
　☎０４７５（７０）０３１５　
　　０４７５（７２）８４５４
　　kikakuseisaku@city.oamishirasato.lg.jp

事務事業評価（行政評価）に
関するパブリックコメントを実施

　道路上にある動物の死骸は、発見場所により連絡先が異なり
ます。連絡の際は、詳しい場所（地番や道路のどちら側等）、死
骸の種類、特徴（色や状況、犬の場合は首輪の有無）などをお伝
えください。私有地や私道の場合は、土地の管理者の責任で処
理してください（県や市では処理できません）。
◇連絡先
▶国道・県道＝山武土木事務所　☎０４７５（５４）１１３２
※夜間・休日の場合　☎０４７５（５４）１１３１
▶市道＝地域づくり課環境対策班　☎０４７５（７０）０３８６
※夜間・休日の場合　☎０４７５（７０）０３００
問地域づくり課環境対策班　☎０４７５（７０）０３８６

山武郡市３市３町合同
シェイクアウト訓練を実施

　空き地に雑草が茂っている
と、周囲の景観を損なう上、や
ぶ蚊やハエなどの害虫の発生源
になったり、ごみの不法投棄を
招いたりして、周辺に住んでいる
皆さんに迷惑が掛かります。ま
た、歩道や車道に雑草がはみ出
すと、人や自転車、車の通行の
妨げとなり危険です。
　空き地を所有・管理されてい
る方は、定期的に草刈りなどを
行いましょう。
問地域づくり課環境対策班
　☎０４７５（７０）０３８６　

空き地の雑草は
定期的に除去を

　
市
で
は
、
地
域
課
題
の
解
決
を

図
る
た
め
、
住
民
団
体
が
自
主
的

ま
た
は
主
体
的
に
企
画
・
実
施
す

る
公
益
性
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
事

業
に
対
し
て
補
助
金
を
交
付
し
ま
す
。

▼
対
象
事
業

・
住
民
提
案
型
事
業
＝
住
民
団
体

が
企
画
立
案
し
た
、公
共
的
な
課

題
の
解
決
ま
た
は
地
域
活
性
化
に

つ
な
が
る
事
業
（
テ
ー
マ
は
自

由
・
補
助
限
度
額
30
万
円
）

・
行
政
提
案
型
事
業
＝
市
が
提
示

す
る
課
題
に
対
し
、
住
民
団
体
に

よ
り
企
画
立
案
さ
れ
た
事
業
（
補

助
限
度
額
は
事
業
内
容
に
よ
り
定

め
ま
す
）

〈
行
政
提
案
型
事
業
テ
ー
マ
〉

　
次
の
テ
ー
マ
で
募
集
し
ま
す
。

・
お
で
か
け
マ
ッ
プ
の
作
成

　
市
内
飲
食
店
の
グ
ル
メ
と
観
光

ス
ポ
ッ
ト
の
紹
介
記
事
を
作
成
し
、

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
で
発
信
す
る
。

・
男
女
が
と
も
に
輝
く
地
域
づ

く
り
事
業

　
男
女
共
同
参
画
を
身
近
な
も
の

と
し
て
考
え
ら
れ
る
よ
う
、
地
域

や
職
場
に
お
け
る
啓
発
活
動
を
行

う
。
特
に
、
市
内
事
業
所
へ
の
啓

発
や
市
民
意
識
調
査
の
実
施
に
重

点
を
置
い
た
取
り
組
み
を
行
う
。

・
日
本
語
教
室
の
運
営

　
多
様
な
学
習
要
望
を
持
つ
外
国

人
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
日
本
語
教

室
を
運
営
す
る
と
共
に
、
在
住
外

国
人
と
地
域
住
民
の
交
流
や
情
報

交
換
の
場
と
し
て
の
「
グ
ロ
ー
バ

ル
カ
フ
ェ
」を
併
せ
て
開
設
す
る
。

▼
申
込
期
間
＝
８
月
５
日
㈬
〜
９

月
17
日
㈭

▼
そ
の
他
＝
事
業
の
詳
細
は
「
応

募
の
手
引
き
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

※

「
応
募
の
手
引
き
」
は
、
地
域

づ
く
り
課
、
中
央
公
民
館
、
白

里
出
張
所
、
中
部
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
セ
ン
タ
ー
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
入
手
で
き
ま
す
。

申
・
問
地
域
づ
く
り
課
市
民
協
働

　推
進
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
４
２

　
住
宅
用
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
等

を
設
置
し
た
方
に
、予
算
の
範
囲

内
で
設
置
費
用
の
一
部
を
補
助
し

ま
す
。対
象
の
方
は
申
請
く
だ
さ
い
。

▼
申
込
締
切
＝
令
和
３
年
３
月
４

日
㈭

※

市
役
所
閉
庁
日
を
除
き
ま
す
。

※

予
算
額
に
達
し
次
第
締
め
切
り
。

▼
対
象

・
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

（
最
大
出
力
１
ｋ
Ｗ
当
た
り
２
万

円
　
上
限
９
万
円
）

・
定
置
用
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
蓄
電

シ
ス
テ
ム（
上
限
10
万
円
）

①
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
太
陽

光
発
電
シ
ス
テ
ム
等
を
設
置
し
た

住
宅
（
本
市
内
の
区
域
内
の
住
宅

で
あ
っ
て
、
居
住
部
分
の
面
積
が

２
分
の
１
以
上
で
あ
る
併
用
住
宅

を
含
み
、
賃
貸
住
宅
・
集
合
住
宅

を
除
く
）
に
自
ら
居
住
し
、
本
市

の
住
民
基
本
台
帳
に
記
録
さ
れ
て

い
る
方
で
あ
る
こ
と
。

②
対
象
と
な
る
太
陽
光
発
電
シ
ス

テ
ム
の
設
置
工
事
に
係
る
着
工
日

が
、
令
和
２
年
４
月
１
日
以
降
で

あ
る
こ
と
（
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ

ム
等
の
設
置
工
事
に
着
工
す
る
前

日
ま
で
に
建
築
工
事
が
完
了
し
て

い
る
こ
と
）
。

③
世
帯
全
員
が
市
税
を
滞
納
し
て

い
な
い
こ
と
。

※

そ
の
ほ
か
に
も
要
件
が
あ
り
ま

す
の
で
、必
ず
申
請
前
に
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

▼
申
請
方
法
＝
太
陽
光
発
電
シ
ス

テ
ム
等
の
設
置
後
に
、
所
定
の
交

付
申
請
書
に
必
要
事
項
を
記
入
の

上
、
添
付
書
類
を
添
え
て
申
請
し

て
く
だ
さ
い（
郵
送
不
可
）
。

　
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

申
・
問
地
域
づ
く
り
課
環
境
対
策
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
８
６

　
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
は
、
非
常
に
便

利
な
素
材
で
す
が
、
一
方
で
、
廃

棄
物
・
資
源
制
約
、
海
洋
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
ご
み
、
地
球
温
暖
化
な
ど

の
課
題
も
あ
り
ま
す
。
私
た
ち
は
、

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
過
剰
な
使
用
を

抑
制
し
、
賢
く
利
用
し
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　
７
月
１
日
よ
り
、
全
国
で
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
製
買
物
袋
、
い
わ
ゆ
る

レ
ジ
袋
の
有
料
化
を
行
う
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
普
段
何

気
な
く
も
ら
っ
て
い
る
レ
ジ
袋
を

有
料
化
す
る
こ
と
で
、
そ
れ
が
本

当
に
必
要
か
を
考
え
て
い
た
だ
き
、

私
た
ち
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
見

直
す
き
っ
か
け
と
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
い
ま
す
。

　
皆
さ
ん
も
、
レ
ジ
袋
有
料
化
を

き
っ
か
け
に
自
身
の
ラ
イ
フ
ス
タ

イ
ル
を
見
つ
め
直
し
、
エ
コ
バ
ッ

グ
を
持
ち
歩
く
な
ど
、
で
き
る
と

こ
ろ
か
ら
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
賢
く

使
う
工
夫
を
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

問
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
買
物
袋
の
有

料
化
に
関
す
る
相
談
窓
口

　〈
消
費
者
向
け
〉

　
☎
０
５
７
０（
０
８
０
）１
８
０

　〈
事
業
者
向
け
〉

　
☎
０
５
７
０（
０
０
０
）９
３
０

　
ご
家
庭
か
ら
排
出
さ
れ
る
ご
み

に
つ
い
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
、

「
指
定
さ
れ
た
ご
み
袋
に
入
れ
な

い
で
置
か
れ
て
い
る
」
、「
ご
み
袋

か
ら
は
み
出
し
て
い
る
」
、「
分
別

さ
れ
て
い
な
い
ご
み
が
置
か
れ
て

い
る
」
と
い
っ
た
、
ご
み
出
し
の

ル
ー
ル
・
マ
ナ
ー
違
反
に
関
す
る

相
談
が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
す
。

　
ご
み
を
出
す
と
き
は
、
近
所
の

方
の
迷
惑
と
な
ら
な
い
よ
う
、
ご

み
出
し
ル
ー
ル
を
し
っ
か
り
と
守

り
ま
し
ょ
う
。

　
な
お
、
ご
み
は
必
ず
収
集
日
の

朝
８
時
ま
で
に
集
積
所
に
出
し
て

く
だ
さ
い
。
収
集
後
に
出
さ
れ
た

ご
み
は
、
収
集
で
き
ま
せ
ん
の
で
、

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
地
域
づ
く
り
課
環
境
対
策
班

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
８
６

　
令
和
元
年
台
風
15
号
、
台
風
19

号
、
お
よ
び
10
月
25
日
の
大
雨
に

よ
り
、
お
住
ま
い
の
住
宅
が
「
一

部
損
壊
（
罹
災
証
明
に
よ
る
）
」

の
被
害
を
受
け
た
方
に
対
し
、
修

繕
工
事
費
用
の一部
を
補
助
し
ま
す
。

▼
対
象
と
な
る
建
物
＝
自
己
が
居

住
す
る
住
宅

▼
対
象
と
な
る
工
事
＝
屋
根
や
外

壁
等
の
修
繕
に
30
万
円
以
上
要
す

る
も
の

▼
補
助
額
＝
対
象
と
な
る
工
事
費

の
20
％
（
最
大
50
万
円
を
限
度
）

▼
対
象
と
な
ら
な
い
も
の

・
対
象
工
事
費
30
万
円
未
満
の
も
の

・
倉
庫
、
小
屋
、
物
置
、
カ
ー
ポ

ー
ト
、
外
構
、
家
具
、
家
電
等

　
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※

現
時
点
で
は
特
段
の
申
請
期
限

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
国
・
県
の

制
度
終
了
と
共
に
、
終
了
す
る

予
定
で
す
の
で
、
早
め
の
申
請

を
お
願
い
し
ま
す
。

申
・
問
都
市
整
備
課
営
繕
室

　
☎
０
４
７
５（
７
０
）０
３
６
６

　
県
で
は
、
光
化
学
ス
モ
ッ
グ
や

Ｐ
Ｍ
２
．５
の
発
生
に
伴
う
被
害

を
防
止
す
る
た
め
、
オ
キ
シ
ダ
ン

ト
濃
度
や
Ｐ
Ｍ
２
．５
濃
度
が
高

濃
度
と
な
っ
た
場
合
の
大
気
汚
染

緊
急
時
対
策
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　
光
化
学
ス
モ
ッ
グ
注
意
報
等
の

発
令
や
Ｐ
Ｍ
２
．５
高
濃
度
時
の

注
意
喚
起
が
あ
っ
た
場
合
は
、
防

災
行
政
無
線
で
お
知
ら
せ
し
ま
す

の
で
、
①
外
出
を
控
え
る
、
②
窓

を
閉
め
て
外
気
を
入
れ
な
い
、
③

屋
外
で
の
激
し
い
運
動
は
避
け
る

な
ど
を
心
掛
け
て
く
だ
さ
い
。

問
県
庁
環
境
生
活
部
テ
レ
ホ
ン
サ

ー
ビ
ス

　
☎
０
４
３（
２
２
３
）０
５
５
１

〈事例〉
　来訪した事業者に「家屋に壊れた
ところはないか。損害保険で負担な
く修理ができる」と言われたので、
数年前の大雪でベランダの屋根がゆ
がんだことを話すと、調査員を手配
すると言うので申込書にサインした。
申込書をよく見たら「保険金額が見
積金額より安く工事が困難な場合は、
30％の手数料を払う」と記載されて
いた。手数料の話は聞いていないし、
不審なので申し込みをやめたい。
〈ひとことアドバイス〉
　自然災害による住宅修理について
「保険金が使える」と勧誘されても、
損害保険金が実際いくら支払われる
のか、また、そもそも保険金が支払
われるかどうか分かりません。　　
　まずは自身が加入している保険契
約の内容を確認し、契約している保
険会社や代理店に相談しましょう。
　「自己負担はない」と住宅修理の勧
誘をされても、本当に負担なく必要
な修理が出来るかどうか分かりませ
ん。その場ですぐに契約せず、修理
の必要性や契約内容を十分に確認し、

家族や周りの人にも相談しましょう。
　不安に思ったときは、早めに消費
生活センター等にご相談ください。
〈消費者へのアドバイス〉
　一般に、損害保険とは、火災や自
然災害など一定の偶然の事故によっ
て住宅等に生じた損害に応じて保険
金を支払う保険のことをいいます。
したがって、経年劣化による住宅の
損傷は、自然災害などの事故による
損害ではないので、保険金支払いの
対象とはなりません。なお、保険金
請求サポート契約の手数料は、自然
災害などの事故によって生じた損害
とはいえないことから、損害保険の
補償の対象とはなりません。
〈参考資料：国民生活センター見守り
新鮮情報　第３２２号、国民生活セ
ンター報道発表資料より〉
◇市消費生活センター
▶相談日時＝祝日を除く㈪・㈫・㈬・
㈮ 10時～ 12時、13時～ 16時
▶会場＝中央公民館１階相談室
▶相談電話＝０４７５（７０）０３４４
問地域づくり課市民協働推進班　
　☎０４７５（７０）０３４２

「保険金の手続きをサポートする」と勧誘する住宅修理に注意

こちらは消費生活センターです！こちらは消費生活センターです！

はい

世帯の主たる生計維持者の令和元年中の所得の合計額が、1,000万
円以下である。

はい

はい

申請により、国民健康保険税の減額または免除対象となる
場合があります。

減免対象外
です。

いいえ

いいえ

いいえ

３つの安全行動

■ 簡易判定フローチャ－ト（②に該当する世帯の方用）

地震への備え

道路上に動物の死骸を見付けたら

世帯の主たる生計維持者の、減少が見込まれる収入に係る所得以外
の令和元年中の所得の合計額が、400万円以下である。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
る
国
民
健
康
保
険
税
の

減
免
申
請

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急

経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措
置

令
和
３
年
度
実
施
住
民
協
働
事
業
の

提
案
事
業
を
募
集

住
宅
用
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
等

設
置
費
の
補
助
　

ご
み
の
出
し
方
に
注
意
！

被
災
住
宅
の
修
繕
緊
急
支
援
補
助
制
度

光
化
学
ス
モ
ッ
グ
注
意
報
等
の
発
令

と
Ｐ
Ｍ
２
．５
高
濃
度
時
の
注
意
喚
起

レ
ジ
袋
が
有
料
化
さ
れ
ま
し
た
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